地域貢献推進のための取り組み事業応募案について

事業名　科学文化の地域拠点形成＠やまがた
を昨年度学長裁量経費で申請しましたが、同じ趣旨で応募することを提案します。(別紙、昨年度応募書類)。　特に、今回の募集について要点を以下に記します。
1． 募集趣旨とのマッチング

｢山形大学の将来構想｣の中で掲げられている「地域における文化拠点の形成」のうち、とりわけ、地域における「科学文化」拠点の形成は、理学部が主導的な役割を果たすのが適当と考えられる。

2． 今回募集の対象としての適合性

各キャンパスの特色を生かす意味で、科学文化形成の理念は、ほかの地域の歴史文化(芸術、文学など)と並列して地域社会の精神的豊かさを推進しようとするものであるので、小白キャンパスで学部横断的な地域貢献事業へのシーズとなるという特徴をもっている。重要な点は、科学技術の振興が主目的でなく、あくまで地域社会のための文化形成が主目的であることが他に例を見ない全国的にも先進的な試みである。
事業期間は5年を想定しているが、今回の応募については、今年度百万円、来年度二百万円で要求する。

3． 理学部の負担を持ち込むような計画でなくする。

資金の獲得が事業の拡大を生み、教員の負担増加、研究・教育への圧迫といった負の財産の持ち込みにはしない。実際、研究者側から市民への一方向的な活動(さまざまなイベントなどによる成果の公開、伝達、次世代養成など)は、資金、教員の負担の面で適正サイズに達していると思われる(質の向上によって効果の効率を上げる必要はある)。一方、科学文化形成は、市民と一緒に活動することによって、市民主導で行うためのプラットホーム形成に投資するもので基本的には市民が自立し、同時に研究者が恩恵を受けながら進められることを目指す（ＮＰO連携モデル）。期間終了後は自立して運営できるものとする。
昨年との違いは、昨年度開催した本事業のシンポジウムで「市民主導で行うためのプラットホーム形成」の青写真が明記され賛同を受けたのでこれが順調な一歩でこれをすすめようというものである。
学長裁量経費（Ｈ２3）企画書作成資料　　　　　　　　　　　　　　　　　参考資料
事業名　科学文化の地域拠点形成＠やまがた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2011年２月２３日
理学部地域貢献広報委員会
1. 背景
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2004年の独立行政法人化と同時に理学部では地域貢献委員会が発足し、地域における科学の理解増進・普及活動に努めて来た。現在行われている主な事業は、公開講座、トワイライト講座、サイエンスサマースクールinやまがた、小さな科学者体験学習会、やまがた天文台、星のソムリエ養成事業、高大連携事業（数学）、産業科学館連携事業、理学部ニュースレター（サイタニュース）の発行、サポートクラブ「さいたねット」の運営、などである。これらは外部評価でも高く評価されている。しかし、これらを単純に維持発展するのは財政的にもマンパワーの面でも適当ではなく、質的な発展・向上や効果・効率の向上が重要な課題になっている。
一方、社会的には、総合科学技術会議の基本取り組み方針で示されたように更なる国民との科学技術についての対話の推進が要請されている。特に、外部資金研究費獲得の場合には国民へのアウトリーチは義務化の方向である。実際、科研費の審査および評価の対象にすでになっている。学部としての取り組みが今後求められるものは、サイエンスコミュニケーション(双方向性のある企画)を地域で実施することと、それに見合った学内組織の整備であろう。
また、学内的の取り組みとしては、山形大学の将来構想において、「地域における文化拠点の形成」の方針が打ち出されおり、地域における「科学文化」拠点の形成は理学部が主導的な役割を果たすのが適当と考えられる。また、これに係る経費の一部については学内措置が取られることを期待する。
以上、三つの要請(上図)を満たすものとして「科学文化の地域拠点形成＠やまがた」プロジェクトを提案する。すでに、平成22年より準備室を設け、実施の準備のためのシンポジウムを2月11日に開催した。シンポジウムの成果を元に、プロジェクトの骨子および組織について以下に述べる。
２．本プロジェクトと従来の活動との関係、位置づけ
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科学理解増進活動は大きく分けて3段階より構成されている。
一つは、研究成果を広く国民に公表することで貢献しようとするものである。これは、研究者としての義務と考えられるもので理学部の全教官が寄与すべきものであろう。理学部公開講座などはこの段階の活動といえる。
二段階目は、専門とする分野を中心に、後継者や次世代を養成し、自然科学の発展に寄与しようとするものである。子供たちに対する実験教室から初等中等教育教員に対する研修などを含むものである。これについては、理学部の研究者有志が自主的に取り組んできている、積極的に地域貢献委員会がサポートしてきた。従来理学部で行って来た「小さな科学者体験学習会」はこの段階に属する。
三段階目は科学文化形成の段階で、そこでは科学がお茶の間に浸透し、理科系・文科系といった隔たりもなくすべての市民に、科学が生きる力を与えてくれるものとして理解されることを目標に活動している段階である。後述するが、活動主体は研究者よりも一般市民から出たサイエンスコミュニケーターである。地域社会に浸透した科学文化が上位にある二つの活動を底から支えることになる。今回のプロジェクト提案はこの段階に重点を置くものである。
2. 事業計画概要
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　市民生活に深く科学が浸透し科学が文化と認識される地域社会を目指す。これまでの活動からこの目標を達成するための推進原理ははっきりしている。「市民が市民に伝える科学」には伝達力があり浸透力があることが星のソムリエの活動によって示されている。これは学ぶ（あるいは知る）喜びとそれを他人に伝えることによる喜びが連鎖する現象（ハッピー2乗の法則）の結果、自己発展的である。さらにこの現象を引き起こすものは、「自己表現」と「共感」であると考えられる。つまり、科学を学んで自己表現に結び付け、それを他人と共感することが生きがいを作り出している。このことは科学に限らず、音楽、文学、スポーツなどと同じであり、まさに科学がそれらと同等に文化になったことを意味する。そして、研究者が研究意欲を燃やすのも同様の現象と思われる。研究は一種の自己表現でありそれを喜び、さらに、結果を共感することで、さらに研究意欲を燃やすことになる。
実際に、自己表現と共感をするプラットホーム（場）を作ることが本企画のかなめとなる。すでに、完成したプラットホームとしてやまがた天文台があるが、宇宙に限定されるので、科学一般をカバーしたプラットホームを本企画で形成する。そこで、すでに150名以上の会員をもつ理学部のサポーターズクラブである「さいたねット」の育成を図る。「さいたねット」メンバーが双方向的なサイエンスイベントを企画運営できるように育てる。
プラットホームの活動を支えるのは優れた科学的成果など素材の提供である。活動する市民のコミュニケーションを通して実現できる。これを担うのは科学者等の専門家のみであり、このために理学の科学文化形成プロジェクトの支援機関として「みんなの科学研究会」を設置する。2月11日に開催されたシンポジウムの成果として、理学部だけでなく、県内の教育機関、地域の大学などから有志がコアを形成し今後参加者を募る予定である。さらに、事務的なサポートを強化するために理学部内に「科学文化の地域拠点形成＠やまがた」プロジェクト推進室を設け、パート職員を配置する。
プラットホームに集った、市民（将来のサイエンスコミュニケーター）と研究者・アーティストが活動を創造し、さまざまな企画を立案し実行する仕組みを作る。このことで、地域社会に浸透した科学文化が形成される。
期待される成果としては、
(1) さいたねっトを通した理学部と地域社会との連携強化により理学部の地域貢献事業の受益者を年間のべ４０００人が見込まれる。
(2) 本事業により外部資金の採択率の増加が見込まれる。目標、年間平均１００万円程度。
(3) 科学コミュニケーション拡大のための財政措置(総合科学技術会議の基本取り組み方針で示唆されたもの)が予想されるのでその獲得が容易になる。
具体的に実施される事業（予算積算の構成）は以下のようにまとめられる。
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